
 

 

問題１ ワッセナー・アレンジメントは、化学兵器や生物兵器に関する専用品

や汎用品を規制する国際輸出管理レジームである。× 

 

 

問題２ 外為法第４８条第 1 項の「国際的な平和及び安全の維持を妨げること

となると認められるものとして政令で定める特定の地域を仕向地とする

特定の種類の貨物の輸出をしようとする者は、政令で定めるところによ

り、経済産業大臣の許可を受けなければならない。」の下線部分の政令と

は、輸出貿易管理令のことである。○ 

 

 

問題３ インドと中国は、すべての国際輸出管理レジームに参加している。× 

 

 

問題４ 東京にあるＴ大学の甲教授は、ハワイ島で、彗星の軌道を計算するた 

めに、輸出令別表第１の８の項に該当するスーパーコンピュータ用の部 

分品αを２セット（１セット５０万円、なお、この部分品αは、告示貨 

物ではない。）をハンドキャリーで、東京国際空港からハワイ島に持ち出 

す場合、少額特例が適用できるので、輸出許可は不要である。○ 

 

 

問題５ 輸出令第４条第１項第五号の少額特例を適用できないとされている別

表第４の地域とは、国連の武器禁輸国をいい、アフガニスタン、コンゴ

民主共和国、コートジボワール、イラク、レバノン、リベリア、北朝鮮、

シエラレオネ、ソマリア、スーダンの１０カ国である。× 

 

 

問題６ 大阪の総合商社Ａでは、すでに倒産してなくなってしまったメーカー

の数値制御工作機械や数年前に製造された半導体製造装置の輸出につい

ては、該非判定をすることが困難なので、すべてリスト規制に該当しな

いと判断することにしている。× 

 

 

 



 

 

問題７ 東京の総合商社Ａのアジア営業部の甲は、タイの住宅メーカーＢから、 

リスト規制に該当しない上水道用のビニール管１，０００本（３００万 

円相当、用途は上水道用）の注文を受けた。念のため、Ｂについて調べ

たところ、Ｂの社長の乙は、元タイ陸軍の参謀長であることが判明した。

総合商社Ａは、この上水道用のビニール管をタイのＢに輸出する場合、

通常兵器キャッチオール規制の需要者要件に該当するので、輸出許可申

請が必要である。× 

 

 

問題８ 日本と韓国は、すべての国際輸出管理レジームに参加している。○ 

 

 

問題９ 品川にある半導体メーカーＡの技術者甲は、最近開発したリスト規制

に該当する技術αについて、口頭で、Ａのシンガポールにある海外子会

社Ｂの従業員乙（非居住者）に説明する場合、役務取引許可が必要であ

る。○ 

 

 

問題１０ 横浜の総合商社Ａは、初めての取引で、運良くドバイにある穀物輸

入商社Ｂ（資本金３００万円）から、リスト規制に該当しない工作機械

１０台（約３億円相当）の引き合いを受けた。特に値引き要求もなく、

設置の立ち会いも不要で、前金で全額支払うということであったので、

甲は、他のライバル商社に先を越されてはいけないと思い、用途などを

確認せずに直ちに受注し、輸出した。× 

 

 

問題１１ リスト規制に該当する貨物や技術の具体的な機能やスペック（数

値・仕様）は、政令で規定されている。× 

 

 

 

 

 

 



 

 

問題１２ 京都にあるＫ大学院の甲教授は、平成２１年２月１日にロンドンで

行われる国際的な通信学会で、リスト規制に該当する次世代高速通信

技術について、講演をする予定である。この場合、甲教授は、リスト

規制に該当する技術について、不特定多数の非居住者の前で講演する

ことになるので、役務取引許可を取得する必要がある。× 

 

 

問題１３ 国際宅配便で、日本から海外に貨物を輸出する場合、日本にある国

際宅配便の取扱業者から該非判定書（パラメータシート・項目別対比

表など）の資料を求められることは、めったにないので、輸出管理に

関する該非判定の資料の準備は不要である。× 

 

 

問題１４ 東京の本社からシリコンバレーにある海外子会社にリスト規制に該

当するソフトウェアを記録したＣＤ－ＲＯＭ３セットを送る場合は、

役務取引許可ではなく、輸出許可を取得する必要がある。× 

 

 

問題１５ 八王子にある中央研究所Ａの主任研究員甲は、開発中のリスト規制

に該当する最新型の原子炉設計の技術データα（Ａ４の紙１枚）につ

いての意見をきくため、ボストンの大学の研究者乙（非居住者）に技

術データαをＰＤＦにして電子メールで送る場合、１枚だけでは、何

の技術データかわからないので、役務取引許可は不要である。× 

 

 

問題１６ 一般包括輸出許可を取得すれば、アメリカ向けの輸出であれば、輸

出令別表第１の１から１５の項に該当するすべての貨物について、一

般包括輸出許可で輸出することができる。× 

 

 

 

 

 

 



 

 

問題１７ スーダンで活動する日本のＮＧＯに、井戸水を飲料水にするため、

輸出令別表第１の３の２の項に該当する濾過装置２台を東京の水処理

メーカーが輸出する場合は、人道目的なので、輸出許可は不要である。

× 

 

 

問題１８ 企業の輸出管理は、企業の厳しい経営環境に応じて、弾力的に運用

し、取引の最終判断権者は、企業の経営に重要な影響がある営業部長

が望ましい。× 

 

 

問題１９ 企業の輸出管理において、法令違反が判明した場合には、速やかに

関係官庁に報告するとともに、必要に応じ関係者に対し厳正な処分を

行う必要がある。○ 

 

 

問題２０ 企業の輸出管理では、子会社及び関連会社に対して、当該企業の実

状に即した安全保障輸出管理に関する適切な指導の実施が求められて

いる。○ 

 

 

問題２１ キャッチオール規制の許可申請は、輸出許可も役務取引許可も経済

産業省安全保障貿易審査課に行う。○ 

 

 

問題２２ リスト規制に該当する貨物を中国に輸出する場合の輸出許可の申請

は、すべて経済産業省安全保障貿易審査課に行う。× 

 

 

問題２３ 東京の分析機器メーカーＡが、六本木にあるＢ国大使館にリスト規

制に該当する貨物αを納品する場合は、輸出にあたる。× 

 

 

 



 

 

問題２４ 平成２０年１２月１日に初来日した外国人甲は、平成２１年１月５

日に千葉の精密機器メーカーＡにエンジニアの正社員として採用され

た。外国人甲は、居住者として扱われる。○ 

 

 

問題２５ 外為令別表及び貨物等省令でいう「係る技術」とは、「関係するすべ

ての技術」という意味である。○ 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
問題文中で使用される略称・用語について 

 

外為法 外国為替及び外国貿易法 

輸出令 輸出貿易管理令 

外為令 外国為替令 

貨物等省令 輸出貿易管理令別表第１及び外国為替令別表の規定に

基づき貨物又は技術を定める省令 

貿易外省令 貿易関係貿易外取引等に関する省令 

核兵器等開発等省令

（おそれ省令） 

輸出貨物が核兵器等の開発等のために用いられるおそ

れがある場合を定める省令 

通常兵器開発等省令 輸出貨物が輸出貿易管理令別表第１の１の項の中欄に

掲げる貨物（核兵器等に該当するものを除く。）の開発、

製造又は使用のために用いられるおそれがある場合を

定める省令 

仲介貿易おそれ省令 外国相互間の貨物の移動を伴う貨物の売買に関する取

引に係る貨物が核兵器等の開発等のために用いられる

おそれがある場合を定める省令 

使用技術告示 貿易関係貿易外取引等に関する省令第９条第１項第八

号、第九号及び第十号の規定に基づき、経済産業大臣

が告示で定める使用に係る技術、プログラム及び貨物 

文書等告示 輸出貨物が核兵器等の開発等のために用いられるおそ

れがある場合を定める省令第二号及び第三号の規定に

より経済産業大臣が告示で定める輸出者が入手した文

書等 

核兵器等開発等告示

（おそれ告示） 

貿易関係貿易外取引等に関する省令第９条第１項第三

号の二イ及び第四号イの規定により経済産業大臣が告

示で定める提供しようとする技術が核兵器等の開発等

のために利用されるおそれがある場合 

通常兵器開発等告示 経済産業大臣が告示で定める提供しようとする技術が

輸出貿易管理令別表第１の１の項の中欄に掲げる貨物

（核兵器等を除く。）の開発、製造又は使用のために利

用されるおそれがある場合 

無償告示 輸出貿易管理令第４条第１項第二号のホ及びヘの規定

に基づく経済産業大臣が告示で定める無償で輸出すべ

きものとして無償で輸入した貨物及び無償で輸入すべ



きものとして無償で輸出する貨物 

運用通達 輸出貿易管理令の運用について 

役務通達 外国為替及び外国貿易法第２５条第１項第一号の規定

に基づき許可を要する技術を提供する取引について 

大臣通達 不拡散型輸出管理に対応した輸出関連法規の遵守に関

する内部規程の策定又は見直しについて 

告示貨物 輸出貿易管理令別表第３の３の規定により経済産業大

臣が定める貨物 

明らかガイドライン 輸出者等が「明らかなとき」を判断するためのガイド

ライン 
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